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令和７年３月市議会定例会追加議案要旨 

 

議案第３５ 号 令和６年度白河市一般会計補正予算（第８号） 

(1) 歳入歳出予算の補正 

歳入歳出補正総額は１，２４９，３８５千円減額となり、歳入歳出予算

総額は３３，８０４，１９９千円となりました。 

款別補正の内訳は、次のとおりであります。 

歳入については、市税４６０，０６４千円、地方譲与税５，９４５千円、

地方交付税５，３４７千円、使用料及び手数料３，５４３千円、寄附金 

３２，９１２千円をそれぞれ増額補正し、分担金及び負担金５，８１１千

円、国庫支出金５５０，２１９千円、県支出金７７，３２０千円、財産収

入５，２２２千円、繰入金９８，８８６千円、諸収入４４，２９８千円、

市債９７５，４４０千円をそれぞれ減額補正するものであります。 

歳出については、消防費２，７９２千円、教育費１２５，３４５千円を

それぞれ増額補正し、議会費１，０００千円、総務費７７１，２６０千円、

民生費１９６，８７４千円、衛生費１４５，９８９千円、農林水産業費 

７２，２３０千円、商工費１６，６００千円、土木費１５１，８０８千円、

災害復旧費２４０千円、公債費２１，５２１千円をそれぞれ減額補正する

ものであります。 

歳出補正の主なものは、次のとおりであります。 

財政調整基金積立金              ５００，１２４千円 

公共施設等整備基金積立金           １６８，４３０千円 

複合施設整備事業            ▲１，２８４，４２６千円 

愛の基金運営関係費               ３０，５４３千円 

障がい福祉サービス支給事業           ４４，９０７千円 

民営保育園等施設型給付事業           ４０，８３８千円 

白河市歴史文化遺産保存活用基金管理事業    １３９，５６４千円 

(2) 継続費の補正 

事業の変更に伴い、継続費を変更するものであります。 

(3) 繰越明許費の補正 

事業の進捗に伴い、繰越明許費の追加及び金額を変更するものでありま

す。 

(4) 債務負担行為の補正 

事業の追加に伴い、債務負担行為の追加をするものであります。 

(5) 地方債の補正 

事業の変更に伴い、地方債の限度額の変更をするものであります。 

議案第３６ 号 令和６年度白河市大屋財産区特別会計補正予算（第１号） 

歳入歳出補正総額は９千円増額となり、歳入歳出予算総額は４０７千円

となりました。 
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款別補正の歳入については、財産収入９千円を増額補正するものであり

ます。 

歳出については、財産費９千円を増額補正するものであります。 

議案第３７ 号 令和６年度白河市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

歳入歳出補正総額は８６，２１８千円減額となり、歳入歳出予算総額は

５，４８３，０２２千円となりました。 

款別補正の歳入については、国庫支出金７９２千円、繰入金２６，０２１  

千円、諸収入１１，０２５千円をそれぞれ増額補正し、県支出金１２４，

０５６千円を減額補正するものであります。 

歳出については、保険給付費８６，２１８千円を減額補正するものであ

ります。 

議案第３８ 号 令和６年度白河市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

歳入歳出補正総額は４，９０１千円減額となり、歳入歳出予算総額は 

７５５，４７３千円となりました。 

款別補正の歳入については、繰入金４，９０１千円を減額補正するもの

であります。 

歳出については、後期高齢者医療広域連合納付金４，９０１千円を減額

補正するものであります。 

議案第３９ 号 令和６年度白河市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

歳入歳出補正総額は４６，３６８千円減額となり、歳入歳出予算総額は

６，２１５，７９３千円となりました。 

款別補正の歳入については、国庫支出金２３，７４３千円、繰入金１８，

０８４千円をそれぞれ増額補正し、支払基金交付金６２，９７５千円、県

支出金２５，２２０円をそれぞれ減額補正するものであります。 

歳出については、総務費５，７７５千円、保険給付費１５，０００千円、

地域支援事業費２５，５９３千円をそれぞれ減額補正するものであります。 

 


